
2018年度以前 国が公立・公的医療機関等の具体的対応方針を地域医療構想調整会議で合意するよう要請

2019年9月まで 合意された方針が、民間医療機関では担うことのできない医療機能に重点化されているかを、地域医療構想
調整会議で再度検証するよう要請するため、国が各医療機関の診療実績データの分析を実施

2019年9月26日 第24回地域医療構想ＷＧにおいて、一定の基準に該当した公立・公的医療機関等（424医療機関）を
「再検証対象医療機関」として公表

2020年1月17日 都道府県から再検証対象医療機関に対して具体的対応方針の再検討を要請するよう、国が都道府県に通知

公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証について

１．再検証対象医療機関の具体的対応方針の再検証

・都道府県は、再検証対象医療機関に対し、具体的対応方針の再検討を要請すること

・再検証対象医療機関は、次の事項について検討し、地域医療構想調整会議での再検証を経た上で、合意を得ること
① 現在の地域における急性期機能や、将来の医療需要の変化等を踏まえた、2025年を見据えた自医療機関の役割
② 分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向性（他の医療機関との機能統合や連携、機能縮小、機能廃止等）
③ ①②を踏まえた機能別の病床数の変動

２．具体的対応方針の再検証等の期限

・当面、「骨太の方針2019」における一連の記載を基本として議論を進める（見直しを伴う場合は2020年秋頃までに合意）

・国が地域医療構想調会議の議論の状況把握を行い、その結果を踏まえて2020年度以降の進め方について改めて通知

３．地域医療構想調整会議の運営

・ 国が提供したデータ分析結果等は、確定するまでの間は非公開とし、当該資料を用いて地域医療構想調整会議を開催
する場合は、当該資料や関連する議事録は非公表とすること。
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Ⅰ 国による再検証の要請に至る経緯

＜再検証対象医療機関となる基準＞
Ａ 診療実績が特に少ない （診療実績がない場合も含む）
Ｂ 同一構想区域内に診療実績が類似し、かつ近接する医療機関がある （診療実績がない場合も含む）

資料４
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証について

2020年12月25日 提供データの確定について国が通知

○ 厚生労働省から提供された確定データは以下の３種類

○ 確定データの取り扱い

１ 公立・公的医療機関等の診療実績データの分析結果
２ 公立・公的医療機関等と競合すると考えられる民間医療機関リスト

３ 病床機能報告において高度急性期又は急性期病床を持つと報告した民間医療機関の診療実績リスト （※病床機能報
告データの抜粋）

Ⅱ 厚生労働省から提供されたデータの取扱い

地域医療構想調整会議の議論を活性化するために提供するものであり、医療関係者や地域住民等に過度な不安や誤解

を与えることを避ける観点から、国において一般に公開する予定はない。

都道府県においても国の取扱いを踏まえつつ慎重に検討いただくようお願いする。

2020年3月4日 新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、再検証等の期限について国が通知

Ⅲ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた再検証等の期限について

『2019年度中とされた見直しの期限に関しては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から政府として一定期間

はイベント等について中止、延期等の対応を要請していること等と歩調をあわせつつ、厚生労働省において改めて整理の上、
通知する』
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証について

2020年8月31日 再検証等の期限について国が改めて通知

2020年12月15日 医療計画の見直し等に関する検討会で示された考え方・進め方

（通知のポイント）

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2020」において、「感染症への対応の視点も含めて、質が高く効率的で持続可能な
医療提供体制の整備を進めるため、可能な限り早期に工程の具体化を図る」とされた。

○ 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた今後の医療提供体制について、「社会保障審議会医療部会」において
議論を開始した。

○ このため、再検証等の期限を含め、地域医療構想に関する取組の進め方について、これらの議論の状況や地方自治体
の意見等を踏まえ、厚生労働省において改めて整理の上、示す。

【今後の地域医療構想に関する考え方・進め方】

○ 公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議論・取組を実施するとともに、民間医
療機関においても、改めて対応方針の策定を進め、地域医療構想調整会議の議論を活性化

○ 新型コロナ対応の状況に配慮しつつ、都道府県等とも協議を行い、この冬の感染状況を見ながら、改めて具体的な工程
の設定（※）について検討。
※ 具体的には、以下の取組に関する工程の具体化を想定
・ 再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証
・ 民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関における対応方針の策定（策定済の場合、必要に応じ
た見直しの検討）

○ その際、2025年以降も継続する人口構造の変化を見据えつつ、段階的に取組を進めていく必要がある中、その一里塚と
して、2023年度に各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が進められることから、2022年
度中を目途に地域の議論が進められていることが重要となることに留意が必要。



○ 2021年度第1回地域医療構想調整会議（7月開催予定）において、再検証等の期限の延長について説明

○ 国の議論の動向を踏まえ、今後の進め方について方針が示され次第、県としての対応を検討

○ 再検証の実施に変更がなければ、地域医療構想調整会議において、再検証対象医療機関からの説明を行った上で、

意見交換を実施（早ければ、第2回会議（11月頃開催予定）から）
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証について

Ⅳ 本県の対応（案）


